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経営組織の生成•発展と組織理論
井上昭一
はじめに
わたくしは，前号にて，ジェネラル・モークーズ会社 (GeneralMotors 
Corporation, 以下 GM と略称）の輸出担当副社長 (Vice-President,
General Motors Corporation, in Charge of Export)として経営に直接
的に関与していたジェームス• D・ムーニー (JamesD. Mooney)の管理
(1) 
論的組織論について検討を加えた。
そこでは，「調整」を「組織の第1原則」であり，「総括的な組織原則」で
あるとするムーニーの組織理論は， GMのトップ・マネジメントとしての貴
重な経営実践から，それに内在した，企業経営にもっとも合目的な方法を抽
出して休系化（＝経験の蒸溜とその制度化）したものであると，きわめて不
十分ながら，指摘しておいた。
本稿では，そのようなムーニー組織論が誕生するまでの経営組織ならぴに
組織理論の生成と展開過程を社会経済的背景，すなわちアメリカ資本主義と
の絡みで考察しようと試みた。しかしいま，この序文を書きながら，このよ
うな研究スタイルないしパクーンでは，先学のムーニー研究者の「どこを乗
り越えたのであろうか」と自問自答して，伍泥たる思いを禁じえない。非才
であるとはいえ， GMの経営史研究に取り組んでいるわたくしの課題は，む
しろムーニーの独占企業 GMでの「原体験」が彼の管理論的組織理論の構
築に，「なぜ」「いつ」「どこで」「どのようにして」影響を及ぽすようになっ
(1) 井上昭一「管理組織論に関する一考察—-J.D. ムーニーの所説を中心に＿」
直学論集」，第32巻第6号 (1988年2月）， 1~31ペー ジ。
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たのかを，徹底分析することにあるのではなかろうか，との自責の念に苛ま
れそうになる。
と同時に今後， それもできるだけ近い将来において，ムーニー理論を，
GMの歴史を貫流している経営理念やその背後に潜在化している金融資本と
の関連で，より具体的かつより内在的に，追究する計画であることも披露し
ておきたい。
I 南北戦争以前の企業経営組織
1775年から87年にかけての独立戦争によって，イギリスの植民地統制や重
商主義的支配体制から脱したアメリカ東北部の13州は，個別の共和邦の形成
およびその連合体を結成したのち， 89年に中央集権的な連邦政府を組織し
て，近代的統一民族国家として歩み出すことになった。
当時イギリスは，すでに産業革命が進展し，産業資本主義の成立を迎えつ
つあった。これに対してアメリカは，ようやく国家的・政治的独立を勝ちと
ったものの，経済的には工業発展がみられず，いまだ商品経済の未発達な
「農民と商人の国」であった。しかも，その経済領域は，東部大西洋岸のご
く限られた狭小なものにすぎなかった。製造企業はほとんど成立しておら
ず，かろうじて海運業仲介商業卸売業，小売業といった商業の分野に企
業らしきものが散見できる程度で，しかも管理組織もきわめて単純なもので
あった。
1812年ごろになると，アメリカ資本主義がニューイングランド地方を舞台
にした木綿工業を主体にして確立された。 その後しだいに工場制工業は小
銃，紡織機械，農器具，時計などの業種に波及していった。しかしながら，
これらの企業を運営していたのは，それまで商業に携っていた定住商人達で
あったため，製造内の知識の欠如から，それらを請負業者に全面的に委任す
るという「内部請負制度」 (insidecontract system)によって管理職能が
(2) 
請負われていた。
(2) 今井俊一「経営管理の成立•発展」「講座現代経営経済学 5 」中央経済社，
1969年， 45~50ペー ジ。
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井上忠勝教授の内部請負制度についての優れた研究を紹介しておこう。井
上教授は，「工場における内部請負組織の意義，実例，起源，存在理由，消
(3) 
減に関する論説」について詳細に論じておられるが，紙幅の関係もあり，こ
こではその意義と職能だけにとどめざるをえない。
初期の工場において， かなり特徴的な工場管理組織である内部請負組織
は，工場所有者または経営者の中間に請負人 (job-hands,contractors)と
いう特定の管理者が存在するという，一種の管理機構である。
請負人の遂行した機能は，業種その他の条件にしたがって，必ずしも一様
ではなかったものの， 一般的には， 彼らは次のような機能を担当した。ま
ず，各請負人は工場所有者と一定の金額で，一定の生産物を製造する契約を
結んだ。次いで各請負人は，その契約を履行するために自ら労働者を雇用，
訓練，監督そして解雇した。雇用労働者数は数人から 100人を超えることも
あった。請負人と労働者は，工場の内部において，工場所有者の提供する機
械，動力および材料を用いて労働に従事した。ときには，請負人が労働者に
道具だけではなく，ある種の材料を提供したこともあったという。仕事が完
成すれば，請負人は契約にもとづいて支払いを受けた。
このように，内部請負制工場においては，工場所有者は製造過程において
生ずるほとんど一切の問題や管理職能から解放され， その任務は工場，機
械，動力，原料および運転資本を準備すること，ならぴに製品の販売などに
限られて，商業資本的な性格を残滓として身につけていた。
したがって要するに，この制度のもとでは工場の管理は，各請負人を中心
として，きわめて分権的に行なわれていたのである。このような意味で，内
部請負組織は，前近代的な親方ー職人徒弟あるいは問屋一親方ー職人徒弟制
度の産業資本段階初期における再編成でしかなかった。
1820年代から30年代になると，銀行業，運河，土木事業，さらには少し遅
れて鉄道業など，パートナーシップ (partnership) ではとうてい必要資金
(3) 井上忠勝「アメリカ企業経営史研究」神戸大学経済経営研究所， 1987年， 313
~341ペー ジ。
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をまかないえない大規模な事業が発展するようになり，パートナーシップに
代わって，証券金融， とりわけ株式金融を基本的特徴とする株式会社制度
ゃ，アメリカではとくに州の特許にもとづく特許会社が，しだいに発展する
ようになった。
大きな営利企業のなかにはきわめて少数ではあったが，先駆的な管理組織
を備えていたものもあった。具休的に例えば，ジョン・ジェイコプ・アスク
- (John Jacob Astor)のアメリカ毛皮会社 (AmericanFur Company), 
ニコラス・ビドル (NicholasBiddle)の合衆国第2銀行 (SecondBank of 
(4) 
the United States)などがそれに該当する。
しかしながら，当時の大企業における管理組織の萌芽的な発展も，のちの
アメリカ大企業の管理組織の発展には，ほとんど影響を与えなかった。
結局， 1850年以前には，アメリカの企業で専任の管理者を必要としたり，
または明確な管理組織を必要とするものはほとんどなかった。大多数の企業
は，今日にくらぺればきわめて小規模で，しかも，普通には同族的事業であ
った。企業の命運を担う数人の人びとが，その本業のすべて一一経済的業務
と管理的業務， 現業的業務と企業家的業務ーーに当たっていた。 したがっ
て，ここでは管理組織と作業組織は末分化であり，経営管理組織の意義も認
(5) 
識されるにはいたっていなかった。
I 鉄道業の発展と管理組織
南北戦争 (1861~65年。奴隷解放のための戦争ではなく国権を護るための
戦争と位置づける北部にとっては CivilWar,州対州の戦いであり州の独立
性を主張する南部にとっては WarBetween the States) は，二重の意味
でアメリカ資本主義の発展を促した。すなわち一方では， 4年間の戦争が軍
(4) Alfred D. Chandler, Jr., Strategy And Structure, MIT Pres, 1969, 
pp. 121-122.〔三菱経済研究所訳「経営戦略と組織」実業之日本社刊， 1967年，
35~36ペー ジ］。
(5) 鳥羽欽一郎「企業発展の史的研究」ダイヤモンド社．1970年，209~219ペー ジ。
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需物資の需要を増大させて，工業の発展と運輸制度，とりわけ鉄道の発展に
寄与した。つまり南北戦争は， 1840年ごろから発展してきたアメリカ資本主
(6)... (7) 
義の「馬腹に加えられた拍車」となり，「育ての親」としての役割を演じて，
工業の発展に一新時代を画したのであるが，そのなかでも鉄道に及ぼした影
響がもっとも大きいものであった。
他方では南北戦争は，南部での奴隷労働を用いる単作作業(monoculture)
の基盤を一掃して，「もはや南部の地主たちは，北部の資本家たちの行く手
(8) 
に立ちふさがることはできなく」なった。すなわち南部の特殊な社会制度と
産業形態＝旧社会の残滓は分解されるのである。アメリカ合衆国の近代産業
国家への基礎が確立され，資本主義的生産様式は完全に自らの足で立つこと
になった。資本主義的生産の進展にともなって，市場の形成も進んでいく。
このような状況において，広大な地域にわたる鉄道の発展とともに，はじめ
て管理組織の必要性が萬識されだすのであるが，この間の事情をもう少し追
究しておこう。
南北戦争終結後から1880年代にかけて，西部を中心に大規模な線路が敷設
された。例えば，従来民間資本のみによって敷設されていた鉄道は，各州お
よび連邦政府の支持，さらにはイギリス資本の流入によって急速な発達をと
(9) 
げて，水上交通や運河など他の交通手段を凌駕し， 1890年までに敷設軌道マ
イル数も1860年の 3万マイルから 16万5,000マイルを超え， 20世紀初めに24
(10) 
万マイルに達した（表Il-1参照）。
(6) 小原敬士「アメリカ独占資本の形成」岩波書店， 1968年， 10ペー ジ。
（7)堀江保蔵「アメリカ経済の歴史的特質」高垣寅次郎編「アメリカ経済の特質」
有斐閣， 1947年， 19ペー ジ。
(8) Leo Huberman, We, the People, 1947.〔小林良正・雪山慶正訳「アメリカ
人民の歴史（下）」岩波新書， 17ペー ジ）。
(9) 神野章一郎・宇治田富造「アメリカ資本主義の生成と発展」青木書店，1959年，
69ペー ジ。
(10) C. A. Beard and M. R. Beard, The Beards'New Basic History of the 
United States, 1960.［松本重治他訳「新版アメリカ合衆国史」岩波書店， 1968
年， 295ページ）。
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表1I―1 鉄道距離の地域別増加
I 総マイル数 1 培設マイル数
地域
年次
1860 I 70 I 80 I 90 I 97 f 118竺。70-80180-90190-97
ニュー・ 3,660 4,494 5,977 6,832 7,266 834 1,483 855 434 イングランド I)
中部大西洋岸2) 6,353 10,577 15,147 20,038 22,069 4,224 4,570 4,891 2,031 
中 西 部3) 9,583 14,701 25,109 36,976 40,157 5,118 10,408 11,867 3,181 
南部大西洋岸4) 5,463 6,481 8,474 17,301 20,496 1,018 1,993 8,827 3,195 
ミシシッピ流域5) 3,727 5,106 6,995 13,343 15,015 1,379 _1,889 6,348 1,672 
南 西 部6) 1,162 4,625 14,085 32,888 35,499 3,463 9,460 18,803 2,611 
北 西 部7) 655 5, 00412,347 27, 209341| 1 29, 710 4,349 7,343 14,947 2,416 
太平洋岸8) 23 1,934 5,128 12, 14,425 1,911 3,194 6,903 2,394 
合 I 計~626,52. 922!93. 2621166. 7031184. 6371122. 296140. 340173. ~17. 934 
1)メイン，ニュー・ハンプシャー，ヴァーモント，マサチューセッツ，ロード・ア
イランド，コネティカット。 2)ニューヨーク，ニュージャージー，ペンシルヴァニ
ア，デラウエア，メリーランド，コロンビア地区。 3)オハイオ， ミシガン， インデ
ィアナ， ィリノイ，ウィスコンシン。 4)ヴァージニア， ウエスト・ヴァージニア，
ノース・カロライナ，サウス・カロライナ，ジョージア， フロリダ。 5)アラバマ，
ミシシッピ，テネシー，ケンタッキー， Iレイジアナ。 6)ミズーリ，アーカンソー，
テキサス，カンサス，コロラド，ニューメキシコ， インディアン地区，オクラホマ
7）アイオア， ミネソタ，ネプラスカ， ノース・ダコタ，サウス・ダコタ， ワイオミ
ング，モンクナ。 8)ワシントン，オレゴン，カリフォルニア，ネヴァダ，アイダホ
アリゾナ，ュター。
（出所：石崎昭彦「アメリカ金隙資本の成立」東京大学出版会， 1970年， 117ページ•)
その間， 1869年にはカリフォルニアから東へ向かうセントラル・パシフィ
ック鉄道会社 (CentralPacific Railroad Co.）とアイオワ州カウンシルプ
ラフスから西へ向かうユニオン・パシフィック鉄道会社 (UnionPacific 
(11) (12) 
Railroad Co.)とが，「官権買収」や「政府の援助・保護政策」に補助され
(11) 鉄道の建設に関して，当時の混濁しきった政治と司法権とが鉄道の投機屋と結
託し，鉄道建設の認可権をもつ州知事や係争の裁定権をもつ司法官などが，ウォ
ール街のお先棒をつとめて重役会の乗取り運動，悪計の虚報流布，拡張線独占計
画，法外な保護と特権の強要，官権抱き込みの猛運動が日常茶飯事のように行な
われた（小島精ー「モルガン王国」日本評論社， 1930年， 69~71ペー ジ， 96~ 
102ページ；石浜知行「アメリカ資本主義発達史」千倉書房， 1930年， 293~5ペ
ジー）。
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つつ最初の大陸横断鉄道を建設 (1869年5月10日，ユク州プロモントリー・
ボイントで連結）した。そしてこれは西部を緊密，かつ確実に，北部の利益
に結びつける作用をした。 1884年までには， ミシシッビー河と太平洋との間
に旅客と貨物を運搬するために北太平洋鉄道 (NorthernPacific Railroad, 
1867年～83年）やサンク・フェ鉄道（SantaFe Railroad, 1869年～84年）
を含む数々の鉄道路線が，とくに北部資本の主導下に，建設された。
アメリカ資本主義の形成期に鉄道が果した役割の大きさについては，なん
びとも異議を唱えないであろうが， 具休的には， それは次の点で顕著であ
る。つまり鉄道建設自体が鉱工業の主要生産物の最大の消費者になったこと
である。すなわ私鉄鋼，石炭，石油，銅，フェルト，ゴムなどの需要を通
して大市場を形成することによって，とくに機械工業・金属工業・鉄鋼業な
どの重工業の発達を刺激し，建設された鉄道網によって西部およぴ南部の穀
物加工食料品や北東部の工業製品の地方的な市場が全国市場に結ぴつく，ぃ
わば「相互市場化」を実現し，商業や工業の中心地として都市が発達したこ
(13) 
とである。鉄道が資本主義的生産の発達に対してもつ重要な意義は，それが
直接的に生産を増大させることではなく（したがって，新しい価値を付加し
ない），製造業者や資本家たちに投資機会を与えるとともに，資本主義的市
場の拡張を助けて社会的・経済的に孤立した世界，それまで諸商品の到達し
(12) この鉄道建設の裏には，レールの輸入税免除．資産税・連邦税免除，連邦公債
の形での巨額の資金の貸付け，建設資金をめぐる不正，政府補助金（平地の建設
には1マイル当り 1万6,000ドル，山岳地帯では1マイル当り 4万8,000ドル，山
岳地帯の中間部では3万2,000ドル），さらに鉄道に対する政府の広大な士地の無
償公布（たとえば， 1862年の太平洋鉄道法によって鉄道1マイル建設するごと
に国有地10平方マイルを贈与）などが行なわれた。これらについては， Jules
Abels, The Rockefeller Millions, 1965, p. 211; H. U. Faulkner, American 
Economic History (eighth edition), 1960.（小原敬士訳「アメリカ経済史」至
誠堂， 1969年，（下）626~7ページ］；高村象平「アメリカ資本主義発達史」金星
堂， 1953年， 135ページ；鈴木圭介「アメリカ経済史」東京大学出版会， 1972年，
176~7ページおよぴ268ページなどを参照されたい。
(13) Alfred D. Chandler, Jr., The Beginnings of'Big business'in American 
Industry, Business History Review, Vol. XXXIII, No. 1, 1959, p. 5. 
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なかった地方，あるいは個別の市場が存在するのみで全国的規模の統一市場
の存在しなかった西部や南部の農村地帯に，膨大な工業製品の販売を容易に
して「商品流通」の拡大を実現し，流通期間を短縮して資本の回転をはやめ
たところにある。
資本の集積・集中過程，工業の経営規模の拡大は株式会社の出現によって
いっそう促進されるのであるが，鉄道会社の金融も新しい時代に即した段階
をむかえた。すなわち，南北戦争以後における鉄道の急速な発展は，巨額の
創業費を必要とする鉄道建設に，「資本主義的生産様式そのものの限界のな
(14) 
かでの私的所有としての資本の廃止」と称される株式会社形態を不可欠のも
のにした。
「もしも蓄積によって少数の個別資本が鉄道を敷設できるほどに大きくな
るまで待たなければならなかったとすれば，世界はまだ鉄道なしでいたであ
ろう。ところが集中は，株式会社を媒介として，たちまちそれをやってしま
(15) 
ったのである」。
当時のウォール・ストリートでは，鉄道投機を中心として激しい狂嵐をま
きおこした時代であり，収益力の資本化による資本水増し＝過大資本化が公
(16) 
然と行なわれた時代でもあって，かならずしも資本調達が順調に実現された
わけではなかったものの，とにかく大鉄道会社は転換社債および優先株を一
般に売却して，大部分の普通株については資本集中・企業支配の手段として
(17) 
手もとにとどめておく方針をとっていた。この株式会社制度の普及により，
世紀転換期のアメリカでは，産業の合同＝結合化傾向が顕著な特色としてみ
(14) K, マルクス，全集刊行委員会訳「資本論」（普及版）． 第3巻第1分冊， 557
ペー ジ。
(15) 同上訳．第1巻第2分冊， 818ペー ジ。
(16) 加藤盛弘「アメリカ独占確立期の資本水増とプロモーター利得」「同志社商学」
第21巻第3号， 1969年， 69ペー ジ。
(17) J. Steindle, Maturity a叫 Stagnationin Americ畑 Capitalism, p. 153. 
〔宮崎義一他訳「アメリカ資本主義の成熟と停滞」日本評論社， 1962年， 201~
2ペー ジ〕。
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られるようになった。原料資源や販売市場の独占支配化をめざして，鉄道の
ほかに，石油，電機，鉄鋼などの産業部門に独占体が生まれた。この時期の
独占化傾向の特徴は，原料から完成品にいたるまでの全生産工程を一貫して
縦に結ぴつけ，市場を縦断的に支配することを目的とする垂直的統合にみら
れた。
産業資本の集積・集中＝独占体の発展・強化過程と並行的に集積・集中を
進展させてきた銀行資本にも強力な独占体が誕生し，産業独占体と融合する
ことによって金融資本を登場させたことは，この時期の最大の特徴として位
置づけられなければならない。ただ留意すべき点は，アメリカの場合には，
産業資本の主体性が確立したのちに銀行との結合関係が生じたということで
ある。
「銀行資本と産業資本の融合がアメリカの経済生活の有力な特徴として，
はじめてみとめられるようになったのは， 1893~97年の恐慌と不況の時期，
(18) 
ならぴに1898年のスペインーアメリカ戦争につづく好況の時期であった」と
いわれるように，金隙資本の成立をみたこの時期に現代のアメリカ資本主義
のプロトクイプがみられるわけであり，銀行独占あるいは産業独占のいずれ
が指導権を握るにせよ，相互に資金的・持株的・人的な結合関係を通じて「権
(19) 
カの超集中」を実現させたのである。
これらの歴史的・経済的諸条件を背景にしながら，鉄道は，広大な地域に
わたって営業を行ったばかりでなく，長期的に営業を継続したため，従来と
はまったく異なった管理機構の創出に迫られた。しかも敷設マイル数が延ぴ
輸送費が増大するにつれて，当然のことながら，管理要員の数も増加し，業
務運営組織もまた再編成されなければならなくなった。会計や貨客の処理業
務が膨張したために，それらの監督部局が必要となり，また保線や機関車と
(18) Anna Rochester, Rulers of America, 1936, p.13.〔立井海洋訳「アメリカ
の支配者」三一書房， 1953年，（上）17~18ペー ジJ。
(19) Theodore K. Quinn, Unconsious Public Enemies, 1962.〔武山泰雄訳「デ
モクラシー の敵」東洋経済新報社， 1963年， 122ペー ジJ。
10(10) 第 33巻第 1 号
車両の保全のような，列車の運行に直接的に関係する業務も，部門化してい
(20) 
く必要が生じた。
鉄道企業の経営者たちが，そのなかで，組織や統制の問題を扱っていた。
この種の研究でもっとも先駆的とみなしうるのは， 1854年から1857年の間，
エリー鉄道 (ErieRailroad Co.）の監督者をつとめたダニエル・ C・マッ
カラム (DanielC. McCallum)と1849年から1862年にかけて『アメリカ鉄
道ジャーナル』 (AmericanRailroad Journal)の編集者であったヘンリ
ー・バーナム・プアー (HenryVarnum Poor)によって提唱され，実施さ
れた組織原理である。
A・D・チャンドラーの研究から，プアーとマッカラムの主張するところ
(21) 
を紹介してみよう。
500マイルの長さの鉄道での中心問題は， 50~60マイルの長さの小鉄道で
監督者がなしうる「個人的注意にかわって，なんらかの組織を導入しなけれ
ばならない」と，彼らは説く。『アメリカ鉄道ジャーナル』のなかでプアー
は，要旨，次のように述べている。「管理の科学」がアメリカの鉄道を成功
させるのに最も重要な役割を果たすだろう。そのなかで入念に討議される原
理として「組織」，「意思疎通」ならぴに「情報」の 3つをあげる。
「組織」ないし注意をはらって築き上げた企業こそが，最も基本的に重要
であり，それは鉄道の資本設備をできるだけ長く使うために企画されるべき
である。「意思疎通」は，経営者が，作業の方法に関する情報を維持するた
めの報告制度であると定義され，さらに「情報」は，報告書を分析すること
によって，可能な作業の改善法を提供しうるという意味の知識であると規定
された。
個人的にプアーと親しかったマッカラムは，エリー鉄道の監督者として，
プアーの理念を実践に移せる地位にいた。おそらく「アメリカの企業のなか
(20) 鳥羽，前掲書， 217ペー ジ。
(21) 詳細については， AlfredD. Chandler, Jr., Henry Varnum Poor: Philos— 
opher of Management, in William Miller (ed.), Men in Business, 1952, 
p. 254-285を参照されたい。
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(22) 
で組織図をかいた最初の人」マッカラムは，木の形になぞらえて組織図を描
いた。すなわち社長と取締役会を根に， 5つの作業部門を枝に，下部の監督
者と従業員を葉に，と。彼は車掌，機関手，停車場から「日報」の形での報
告システムをつくった。 この日報にもとづいて各部門の悔督者が「月例報
告」を編集し，さらに検討を加え分析することによって，プアーのいう「情
報」の提供を可能にした。
マッカラムは，各種の地位がもつべき義務と勢力を規定し，その等級を決
定（この等級は，俸給の段階を規定）した。彼は， 「階層の原理」によって
のみ，あるいは下位者は自分のすぐ上の上位者を通じてのみ最高経営者に伝
達できると規定して，情報が指揮命令の連鎖を伝わっていく必要を打ち出し
た。また彼は「命令一元化の原理」も発展させた。すなわち，すべての下位
者は，すぐ上の監督者にのみ責任をもち，この監督者によって指揮されるべ
きである。上級管理者が，直接的に責任をもつ職長をこえて，この職長の部
下に直接命令を下しても，職長は服従する必要はない，と。
マッカラムの組織機構は，鉄道経営の能率を著しく改善した反面，その後
従業員によるストライキ等による反発，そして何よりも同鉄道を支配してい
た金融業者の圧力によって分解されてしまう。
資本制企業では，権限の源泉は資本所有にあることはいうまでもないが，
資本家からの委譲でつくられる権限関係によって，経営組織はいくつかの形
態をとる。プアーらの主張した管理組織は，管理論的組織論の組織編成原理
のうちもっとも原初的，かつ基本的形態である軍隊式組織 (militaryorgan-
ization)といえよう。これは，直系式組織ないし直線式組織 (lineorgan-
ization)とも称される。組織内の権限関係は垂直的であり，命令系統も単
純かつ一元的，したがって責任の所在も明確であるが，巨大企業のように階
層 (scalar)の段階が長くなると意思疎通が困難である。
G・R・テリー (G.R. Terry)は，軍隊式組織の長所と短所を次のよう
(22) Ernest Dale, The Great Organizers, 1960. 〔岡本康雄訳「大企業を組織し
た人々 」ダイヤモンド社， 1968年， 26ページ〕。
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に列挙している。
〔長所〕
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①組織構造が単純で，従業員が理解しやすい。
③権限と責任のラインが明確である。
⑧規律が効果的に遂行され維持される。
④意思決定が迅速になされる。
⑤多オでオールラウンドな管理者が養成される。
⑥緊急事態に有効に対処できる。
〔短所〕
①管理者の任務が過重になり易い。
③専門化の原理が貫徹されにくい。
⑧調整または協働が阻害される。
④キーマンは作業自体を遂行するのに忙しく，計画・研究開発のような重
要な活動ができない，など。
このような特質をもつ軍隊式組織は，企業においては，工場制手工業の場
合に適用される。つまり企業規模が小さく，生産の物的・技術的基盤も単純
であるために，資本家・経営者が作業内容について熟知し，さらに労働者を
も完全に掌握できる条件がある場合である（図II-1参照）。
機械制工業の発展とともに企業規模が巨大化し，社会的労働過程が複雑な
分化をとげるようになると，資本の計画の能率的遂行に適した職能式組織
(functional nrganization)の登場が要請されざるをえなくなる。
職能式組織は，軍隊式組織に欠落している専門化のメリットを活用するた
めに，下位者が専門的知識や行為の種類によって，水乎的に分割された職能
を担当する複数の上位者から指示をうける仕組みになっている（図II-2参
照）。したがって，命令の一元化は望みえず，責任の所在も明確でない。
この組織は産業資本，とくにその客体的な礎石を形成する固定資本，具体
的には機械的な労働手段が資本として範疇的に確立し，しかもそれが生産過
(23) G. R. Terry, Principles of Management, 1953, pp.188-189. 
Workmen 
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図1Iー 1 軍隊式組織の基本構造
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図lIー 2 職能式組織の基本構造
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Workmen 
程の主体的な要因である労働力に対立するばかりか，むしろそれを駆使する
にいたった「産業革命以後的」な，いわば機械制生産の段階に対応する管理
(24) 
システムであったといえよう。
皿 作業管理組織の発展と F.W.テイラー
1870年までの製造業においては，経営管理組織の合理化という問題は，そ
の規模が小さかったために，まだ企業家の意識に実感としてのぽるにはいた
(24) 竹林庄太郎・牛尾真造「企業管理」ミネルヴァ書房， 1954年， 49ページ。
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っていなかった。
いかし70年代以降になると， 1つには株式会社制度の急速な普及によっ
て，製造工業部門にも独占企業が成立し，また1873年の恐慌以来93年までの
不況の続発，さらには激しい企業間競争のためにプール， トラスト，持株会
社といった形での企業集中運動が急速に進行し，大企業による激しい競争を
通じて独占企業が成立するにいたった。
アメリカにおいては， 1879~1903年はトラスト運動の時期とされ，独占資
本の形成が顕著にみられた時期である。代表的なものには次のものが挙げら
れる。第1次スクンダード石油トラスト (1879年），棉実油トラスト (1884
年， 1889年にアメリカ棉油会社に改組），ナショナル亜麻仁油トラスト (1885
年），ウィスキー・トラスト (1887年），砂糖トラスト (1887年）， マッチ・
トラスト (1889年），夕／ゞコ・トラスト (1890年），ゼネラル・エレクトリッ
ク会社 (1892年）， USスチール・トラスト (1901年）， デュボン・ド・ヌム
(35) 
ール火薬会社 (1903年）なと。
一般的にいうならば，アメリカのトラスト運動＝独占的企業結合は，はじ
めは (1870~80年代），棉実油，ウィスキー，砂糖， マッチ， クパコなど消
費財生産部門に銀行の実質的介入なしに発展した。それに対して，鉄道，鉄
鋼，機械などの重工業部門においてトラスト運動が本格化したのは，銀行資
本の集積・集中が進行し，独占的銀行が登場した19世紀末から今世紀初頭に
かけてであった。
J.ムーディー (J.Moody)によれば， 1904年1月1日までに組織ある
いは改組されて活動している産業トラストは合計318（巨大産業トラスト
Greater Industrial Trusts 7一ー合同製銅会社 (1899)， アメリカ製糖会
社 (1891)，アメリカ熔鉱精錬会社 (1899)，コンソリデイテッド煙草会社
(1901)，スタンダ•ード石油会社 (1899), usスチール (1901)およぴイン
ターナショナル商船会社 (1902)-—-， 大産業トラスト LesserIndustrial 
(25) この詳細については，鎌田正：：：：「アメリカの独占企業」時潮社， 1956年， 6~ 
15ペー ジ参照。
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Trusts 298,再組織あるいは再整理中の重要トラスト13)であり，それらが
5,288の企業を獲得または支配し，総資本72億4,634万2,533ドルを占めてい
た。また318の産業トラストのうち236が， 1898年1月1日以降に組織された
ものであり，さらにそのうちの170がニュージャージー州の法律のもとに設
(26) 
立されたものである。そして， 1904年ごろには，アメリカ製造工業資本金総
(27) 
額の3分の 2までが， トラストの支配下にあったといわれている。
このような歴史的・経済的条件のなかで，各企業は，経営における管理と
組織の問題を，はじめて，しかも意識的にとりあげざるをえなくなった。つ
まり1890年代以降，企業における管理組織という問題が企業者の注意をひく
ことになるが，彼らの多くが最初に目をつけ，力を注いだのは，販売や購買
(28) 
さらには原料ではなく，まず生産現場や工場であった。
その代表的なものが， フレデリック• W・テイラー (FrederickW. 
Taylor)の工場の管理組織における職能的職長制度の研究である。テイラー
は，管理論的組織論の基本概念，すなわち管理組織における職能(function)
の問題を提起した。
テイラーは，鉄道業の管理組織に典型的にみられた軍隊式あるいは直系式
組織の欠陥，つまり職長 (foreman)の任務の過重（テイラーによれば，軍
隊式組織において職長が完全にその職務を遂行するためには，①知力，③教
育，⑧特別の知識または専門の知識，手先の器用または体力，④才能，⑥精
ヵ，⑥押し，⑦正直，⑧判断または常識．⑨健康の 9つの資質が必要である
と強調されている）と，それゆえその任務を 1人で完全に遂行できる職長な
(29) 
どほとんど存在しないと指摘して，従来の万能的職長制度を批判している。
そこでテイラーは，「専門化の原理」 (Principleof Specialization) を適
(26) John Moody, The Truth About The Trusts, Green Wood Press, 1968, 
pp.477, 485-6. 
(27) A. Rochester, op. cit., p. 22.前掲訳，（上） 33ペー ジ。
(28) A. D. Chandler, Jr., Strategy And Structure,前掲訳， 39ペー ジ。
(29) Frederick W. Taylor, Shop Management, 1903. ［上野陽一訳「科学的管
理法」産業能率短大， 1968年， 112~117ページ］。
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用して，軍隊式組織にあっては1人の職長によって遂行されていた管理職能
を計画職能と執行職能に 2分割した。すなわち管理を遂行する職能から，仕
(30) 
事を計画し管理を計画する事務的な労働を除去・分離せしめるものである。
したがって，現場の作業者や組長，さらには職長までもが現場執行的な作業
に専念させられ，分離された頭脳労働は計画部 (theplanning or laying 
out dept.）に集中され処理されることになる。
テイラーは，事業の頭脳に相当する計画部を代表する職能的職長として，
次の4つの型に分類した。
①作業の順序および手順係 (orderof work and route clerk)：各部品
が組立に必要な時までに，最も経済的に仕上がるように，機械から機械
ヘ工場の中を通っていく順序を正確に決定する。
③指図票係 (instructioncard clerk)：計画部が仕事の徴細な点を工員や
実施の係に教えるための手段。
⑧時間およぴ原価係 (timeand cost clerk)：時間票 (timeticket)に
よって実際作業時間および原価を記録させるよう作業者を指導し，それ
らに関する適切な報告をうける。
④工場訓練係 (shopdisciplinarian)：不従順，不謹慎の者， しばしば仕
事を怠るもの，遅刻，無届欠勤などがあった時には適当な対策を施す。
また人事上の記録の保持を監督し，賃金改訂に関与する。
このうち，①③および⑧の三者が計画部で計画を立て，④の職長が全工場
の規律の維持に当たるのである。
計画を実行に移す，あるいは執行職能をつかさどる現場の職長として，テ
イラーは次の4つをあげている。
①準備係 (gangboss)：作業が機械にかけられるまでの，いっさいの準
(30) 山下高之教授は，テイラー・システムの計画化の内容が「一流労働者の最速時
間」であると指摘されたのち，テイラー・システムが近代的管理の一つの形態で
あるということを端的に示す指標は，いわゆる管理における計画の計画化にみる
ことができるといわれる（山下高之「近代的管理論序説」ミネルヴァ書房， 1980
年， 234~236ペー ジ）。
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備を監督する。
②速度係 ~speed boss)：指図票に指示されたとおりに作業をさせるよ
ぅ，実際作業を指導し，監督する。
⑧検査係 (inspector)：作業の品質に関して責任を負い，
能率的におこなう技術に精通している。
④修繕係 (repairboss)：機械の保全，
(31) 
それらの状態について監督する（図皿ー1参照）。
作業を良質かつ
工場内の整理について責任をも
ち，
図Iー 1 テイラー式職能組織（職能的職長制度）
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され，経営組織内ではじめて専門的職能が，
かくして，従来であれば現場で雑然とおこなわれていた計画の仕事が集中
意識的に自立化されたのであ
る。
しかし，
はー，
ここで次の点に留意しておく必要があるだろう。
1つの管理職能が多くの諸職能から構成されていることを見出し，
たしかにテイラ
?
れらを作業の内容に即して計画瞭能と執行職能に分割する必要を説いた。
かしその際彼は，依然として，軍隊式組織の原理，すなわち統制そのものの
?
(31) 
(32) 
F. W. Taylor, op. cit.,前掲訳， 118~121ペー ジ。
中村瑞穂「管理組織論の生成」東京教学社， 1976年， 159ペー ジ。
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分割原理を，単ー作業に対する管理職能の分割原理にそのまま充当していた
(32) 
といえるのではなかろうか。この意味で，「管理と作業との接点」といわれ
るテイラーの職能式組織は，軍隊式組織から，次に出硯するライン・スクッ
フ組織 (lineand staff organization)への，管理組織の発展の過渡的形態
であると位置づけられよう。
w 職能部門組織の発展と A.H.チャーチ
19世紀末から 20世紀初頭にかけて，独占が「全経済生活の基礎」となっ
た。水平的ないし垂直的に統合化され，巨大化した企業では，管理組織も，
当然のことながら，複雑化した。
一般に，今日までにアメリカ産業企業史において， 3回あったとされる合
併・合同ブーム期＊のうち，第1次企業合同運動の波がおまった1904年ごろ
には，独占企業による経済的な市場分割もほぼ終了していた。したがって20
世紀に入ると，市場の再分割を求めての競争を行なうためには，合併・合同
といった集中による，いわぱ企業の外生的発展という外的条件の変化に依拠
するよりは，むしろ企業内部の内的充実・整備，つまりその具体的手段とし
ての経営管理組織の合理的・近代的な編成が焦眉の問題としてとり上げられ
るようになった。
＊ アメリカ産業企業が経験した合同運動期の基本的特徴について若干の考察をして
おこう。
第1期： 1895~1904年（世紀転換期である独占形成期）
この時期にUSスチー ル， IH,アメリカン製罐会社，デュポンなど続々と大企業が
誕生した。すなわち，同一業種に属する多数企業が共倒れ的競争や闘争を収束する目
的で合併して，各業界でのトップ企業が形成され，基幹産業・重要産業の支配権が少
数の大企業に集中された時期である。つまり独占のための合併が多かった。競合者の
結合・水平的合併がその特色である。さらに， トラスティ一方式 (trusteedevice) 
による垂直的結合もみられた。この間，約2,800件の合併が行なわれた。
トラスティ方式とは， 1882年に， ジョン• D・ロックフエラー (JohnD. Rocke-
feller)がオハイオ・スクンダード石油会社 (Standard・ OilCo. of Ohio) を中心に
経営組織の生成•発展と組織理論（井上） (19)19 
して，約40社を統括する目的で組織した，石油トラストによる資本集中と独占形成の
手段である。ロックフエラーの組織した石油トラストは， 19世紀のアメリカの会社法
の束縛を克服し，州境を考慮しないで，国中いたるところで操業できる組織を確立し
た大トラストの最初のものである (ChristopherTugendhat and Adrian Hamilton, 
Oil: The Biggest Business, 1975. ［中原伸之訳「オイル」早川書房， 1977年， 43
ペー ジ〕）。
同トラストは「トラスティ一方式」によって実硯されたものであり，資本金は当初
7,000万ドルであった。スクンダード・グループ内の約40名の株主が J.D. ロックフ
エラーを首領とする9名の受託者団 (Boardof Trustees) を選出した。この9名が
統制委員会を組織し， 所属会社の株主はその株券をすべてこのトラスティーにわた
し，その統制権を委託する。それと引き換えに信託証券の交付をうけるシステムにな
っていた (RalphH. Hidy and Pawl E. Cawein (ed.), The ChallengfJ of Big 
Bus切es,1968, pp. 49, 68-9)。
もう少し詳細に述べてみよう。アメリカの精油能力の90彩を支配する40の独立会社
の株主41名は，その持株を9人の受託者に引きわたし，その代りに7,000万ドルの価
値のある「トラスト証券」をうけとったが，このトラスト証券はトラストに参加した
40社のうちの14t:上の株式すべてと， 残り 26社の株式の大部分を代表するものであっ
た。参加会社の株式は，個人出資勘定というよりも，むしろ共同出資の形で受託者に
保有されたので，各株主は自己の会社に対する個人的な利害関係を喪失し，そのかわ
り， トラスト全休の総資産と収益に対して，自己の出資に比例した持分をうけとっ
た。そして株主たちは，この持分に対して引き続き配当をうけた。株主たちは，会社
の所有権は保持しているものの， トラストの議決にはあずからないという立場におか
れた (HermanE. Krooss and Charles Gilbert, American Business Histo~y. 
1972, p. 181.［鳥羽欽一郎他訳「アメリカ経営史」東洋経済新報社， 1974年， （下）
265ページ〕）。関係会社は名目上存続するが，その実質的・究極的支配権はトラステ
ィーの掌握するところとなったというわけである。まさに同方式は，「世界でもっと
もかんぜんな， かねもうけのからくり」と指摘されるように (AnnaRochester, 
Rulers of America, 1936, p. 58)， 資本集中と産業独占形成のきわめて有力な武器
であるといわなければならない。
このトラスト協定は， 1892年3月，オハイオ州の裁判所によって遮法の判決をうけ
た。 1899年には，「交易の制限をもたらす共同謀議」であると告訴され，ロックフエ
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ラーはスタンダード社をニュージャージー州の持株会社「スクンダード・オイル・カ
ンパニー・オプ・ニュージャージ一」（StandardOil Co. of N. J.）に改組した。同
社は，あらゆるロックフエラー系石油会社の全株式を取得した持株会社であるため，
各個別資本家の株式保有はこの親会社に集中されることとなって， ロックフエラー財
閥の独占的地位はますます強化された。しかし，この持株会社も， 1911年5月には，
シャーマン・反トラスト法によって解散命令をうけ，「形式的に」解散した。つまり，
同年末に，スタンダード社は地理的関係をもとに30以上の会社に分解され，各会社が
別々に経営を行なうことになったのである。それらの会社の株式は，親会社の株式の
所有者に比例関係で分割された。したがって，通常の形の所有権が存続し，各会社は
以前の名前をそのまま使用した。
その後のスクンダード社の活動は次のとおりである。すなわち同社は，中央的な統
制・指揮の必要ならびに広範にして迅速かつ正確な情報収集の必要から，経営執行
委員会と情報委員会を設置し，会計監査部を新設し，販売会社を兼営するとともに商
標を強調して多角経営にのりだした。 しかも， 国内のみならずヨーロッパにおいて
も，既存の企業を買収し，研究開発を行ない，官権買収・産業スパイの利用・新聞の
抱き込み，替え玉会社の使用・競合企業打倒のための自由な価格設定などの諸手段を
用いて，独占的大企業として今日にいたっている (Hidyand Cawein, op. cit., pp. 
48-68)。
第I期： 1925~1931年（相対的安定期から大恐慌期）
この時期にはセカンド・クラスの大企業の形成がみられたほか，ガス・水道などの
公益事業企業間の合併も多くみられた。その特徴としては，供給者と悟要者の結合と
いうように，一貫統合をめざした垂直的合併が多かったことである。「産業合理化運
動」の推進下で行なわれた。
第m期：第二次大戦後～1970年代央
この時期の特徴は，従来数多くみられた水平的・垂直的合併ではなく，相互にまっ
た＜有機的関連性や共通性のない企業同士の合併，いわゆるコングロマリット型合併
が激増した点である，これは，同一業種間の合併に対する政府の監視や反トラスト法
に抵触するためであろう。ちなみに，コングロマリットの全合併件数に占める割合
は，次のとおりである。
1940~46年 22%
経営組織の生成•発展と組織理論（井上）
1946~54年 21%・ 
1960~65年 70%
1967年 83%
1968年 88.5%
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（井上昭ー「アメリカ独占企業の研究」ユニウス， 1980年， 57~58ペー ジ）
ところで最近，アメリカ産業界に，「M & A (Merger & Acquisition)旋風」が
吹き荒れている。この M&Aを誘発している背景としては，レーガン政権による
独占禁止法の規制緩和（ディレギュレーション）措置や金利引き下げなどが考えられ
よう。企業体質の改善，経営の多角化戦略の推進に資していると伝えられるが，金融
資本の専制支配が露骨に見えかくれしているなか，このプームを第4次企業合同運動
として捉えることができるのかどうか。もし捉えるとするならば，前3回の合同運動
との共通性もさることながら， 決定的な差異性や特徴が追究される必要があるだろ
う。
当初は， インフォーマルで， しかも無計画であった経営管理組織の編成
が，企業内外の諸条件の変化につれ，しだいに計画的・組織的に遂行される
ようになった。そして責任と権限のラインが明確に規定され，本社から各部
門，各事業所といった管理組織における垂直的な階層が成立してくる。
かくして1920年代までには，各部門トップによる複数の識能的な業務活動
の管理とともに，本社による全社統一的な管理が常態化した。本社が各部門
の諸活動を計画し，組織し， 調整し，そして評価・統制していくのに対し
て，各部門は，その管轄下の工場や営業所を監督するという管理組織が標準
的な形態となり，さらに資本調達を主要業務とする財務活動が財務部として
(33) 
独立するようになった。
くりかえしていえば，本社機構と部門組織の権限・責任系統の整備・確立
によって，企業の経済性が達成されたのである。
さらに強調しておくべきは，ライン部門組織の成長に呼応して，例えば輸
(33) 鳥羽，前掲書， 257~258ペー ジ。
(34) 岡本康雄「経営組織発展の論理と経営組織論の課題」「経営学における組織論
の展開・役割・地位」， 1962年， 182~183ペー ジ。
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(34) 
送，法律，技術などのスタッフ部門の初期的な形態が出硯したことである。
かくして第1次世界大戦終了後の1920年までに，大企業の多くは「集権的職
能部門制」を導入し，それによって管理を行うようになった＊＊。
＊ ルイス• A・アレンは，職能部門制の利点として，次の5つを指摘している。
①専門化を容易にする。
③各職能間の調整を容易にする。
③業務運営の経済性を高める。
④経済的な弾力性を与える。
⑥個人のすぐれた技能を具体化する (Louis A. Allen, Management and 
Organization, 1958, p. 79-84. C高宮晋監訳「管理と組織」ダイヤモンド社，
1960年， 126~130ペー ジ〕。
職能部門制組織が採用されている企業においては，概していって，それぞ
れの部門の活動を本社担当部門長の一元的な指揮命令下に統括する一方，全
社的な方針や統制に関する問題は，各部門長および総支配人からなる経営委
員会がスタッフの助言・勧告を得ながら，合誤決定するという方式がとられ
ていた。この時期の管理論的組織論は，独占企業内部の職能ライン部門組織
が分化・複雑化していくなかで，それを体系化する必要があるという経営実
践を反映して，職能化の問題がとり扱われはじめた。それは組織の問題を，
そこにおける個人や集団の問題としてではなく，目的達成のために「なされ
るべき仕事」 (workto be done)，つまり職能の問題として捉え，職能の分
割ならびに分割された職能の合理的な結合の面，すなわち企業経営の実践に
(35) 
対して有用であることに焦点を合わせるものである。
このような初期の研究の代表的なものが，アレキサンダー・ハミルトン・
チャーチ (AlexanderHamilton Church)の TheScience and Practice 
of Management (1914)である。
チャーチは，独占資本の直面する諸課題を分析するために， 企業活動を
「決定的要素」 (determinativeelement)と「管理的要素」 (administra-
(35) 権泰吉「経営経織論の展開」ミネルヴァ書房， 1972年， 83ペー ジ。
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tive element)の2つに分割した。彼によれば，決定的要素とは何をつくる
べきかという企業の生産政策を設定したり，どこでどのような手段によって
販売するかという配給政策を設定することである。管理的要素とは，この決
定された政策を実施するもので，購買，生産ならびに販売の実際活動のこと
(36) 
である。彼はまた，管理的要素を製造業に限定してではあるが， 「『経営政
(37) 
策』の実施過程という観点から」， つまり能率的な組織を形成する場合の実
践的指針を示すという狙いから「企画」 (design), 「設備」 (equipment),
「統制」 (control),「比較」 (comparison) および「作業」 (operation)の
5つの「有機的職能」 (organicoperation)に分析する。そしてそれぞれに
ついて，次のようにコメントを付け加えている。
①「企画」とは，作業の標準を設定すること。
③「設備」とは，生産に必要な物的諸条件を準備し，それの維持をはかる
こと。
⑧「統制」とは，職能間の関係を調整し，個々の職能の活動状況を監督す
ること。
④「比較」とは，各職能間の活動を測定，記録し対照すること。
(38) 
⑤「作業」とは，製作すること。
さらにチャーチは，これらの「有機的職能」は， 7つの発展段階＊＊＊を通
って，企業所有者から連続的に分化 (succesivedevolution)し，各職能担
当者に委譲され，分任されているものであるとする。そして「経営政策」の
実施過程としての「管理」とは， 5つの「有機的職能」を結合することであ
るとして，これらの朦能を統合し，総合する一般的な「原則」をあきらかに
しようとした。チャーチにあっては，まさに「管理は何よりも総合」なので
尋？
＊＊＊第1段階 工業成立の段階。職人がすべての職能を遂行する。職能未分化の段階
(36) A.H. Church, The Science and Practice of Management, 1914, p. 1. 
(37) 仲田正機「現代アメリカ管理論史」ミネルヴァ書房， 1985年， 71ペー ジ。
(38) A.H. Church, op. cit., p. 29, pp. 37-38. 
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である。
第2段階 作業職能の委譲の段階。労働者がやとわれ，作業職能が企業所有者か
ら分離し，それを労働者が遂行する。
第3段階 設備職能の委譲の段階。機械工，技師が設備職能を遂行する。
第4段階企画職能の委譲の段階。
第5段階 比較職能の委譲の段階。前段階までに分離した諸職能の遂行状況を会
計的・技術的に比較・検討する諸職能を事務職員が遂行する。
第6段階 統制職能の委譲の段階。すでに分離し，委譲された諸職能を担当して
いる部門を直接に監督する職能を企業所有者から委譲される。大企業では所有者
（または，その代表者である取締役会）は日常的な管理活動からしりぞく。こうし
て，第7段階がはじまる。
第7段階 最後の段階である。管理的要素と決定的要素が分離する。社長ないし
全般経営者は管理の 5つの職能を正しくはたらかせる責任をもつ。決定的要素は役
員に属する。彼は政策を決定する (A.H. Church, op. cit., p. 72,仲田，前掲書．
79~80ペー ジ）。
このようにチャーチの経営管理論は，経営の手段としての「職能分析論」
と作業から統制にいたる職能を結合する「職能結合論」を中心に論理構成さ
れているが，この両者がチャーチの提唱する「経営の科学」 (scienceof 
(40) 
management)であると，仲田教授は論断される。
チャーチはまた，マネジメント技術の体系的な基盤づくりに貢献しようと
の目的で，次の 3原則をあげている。
①経験をシステマチックに活用すること (TheSystematic Use of Ex-
perience)。
③努力の経済的統制，つまりムダな努力をさせないこと (TheEconomic 
Control of Efforts)。
⑧個人の有効性の促進，つまり人材をますます有効に活用すること (The
(39) 稲村毅「経営管理論史の根本問題」ミネルヴァ書房， 1985年， 211ペー ジ。
(40) 仲田，前掲書， 78~79ペー ジ。
(41) H.F. Merill (ed.), Classics in Management, 1960.（上野一郎監訳「経営
思想変遷史」産業能率短大， 1968年， 203~225ペー ジJ。
経営組織の生成•発展と組織理論（井上）
(41) 
Promotion of Personal Effectiveness)。
(25)25 
以上にわたって，チャーチの職能論的アプローチをみてきたが，彼は組織
をたんに人間の結合体としてのみ捉えるのではなく， 「集合された活動ない
し職能の結合体」 (combinationof grouped activities or functions) と
(42) 
して理解する。
チャーチの唱えた「職能化」の問題は，その後0• シェルドン (0.Sheldon) 
の The Philosophy of Management (1924), W・ロビンソン (W. 
Robinson)の Fundamentalsof Business Organization (1925) などに
よって直接的に継承され，展開されていく。
V 事業部制組織の発展と J.D.ムーニー
企業規模の拡大化につれてその管理職務も量的に増加し，質的にも複雑多
岐化してくる。それに効果的かつ柔軟に対応するためには，従来とは異なる
組織が内的に要請されざるをえなくなる。
19世紀末から20世紀初頭にかけての企業集中運動の過程（第1次企業合同
運動期）において，中央集権的職能部門組織が登場するのであるが，第1次
世界大戦後の市場構造の激変，技術革新競争の激化，集積・集中に起因する
生産の社会化の進展などの企業の外部環境や諸条件の複雑化にともなって，
職能部門組織では，資本の運動を保障し切れなくなった。
ここにいたって，企業内外の諸条件に対応すべく新しい組織形態である事
(43) 
業部制組織が採用されることになる。
基本的な職能部門組織から事業部組織へ変更する必要が生じる内的兆侯と
しては，次のものがあげられる。
①過度の中央集中
(42) A.H. Church, op. cit., p. 25. 
(43) 事業部制組織に関する私の見解は，すでに「事業部制分権管理―-GMの導入
期を中心に一」岡村正人博士古稀記念論文集編集委員会「現代経営学と株式会
社」有斐閣， 1978年で詳細に論じたので，参照願いたい。
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③決定の遅延
⑧各職能間の調整の困難
④管理上の欠陥
(44) 
⑥統制を確立することの困難。
「分権制」を明確な組織原理として最初にとりあげたピーター• F・ドラ
(45) 
ッカー (PeterF. Drucker)は，「職能的分権制」 (FunctionalDecentral-
ization)と「連邦的分権制」 (FederalDecentralization)の命名のもとに，
2つの組織原理の比較分析を行い，後者，すなわち連邦的事業部制組織の優
(46) 
秀さを， GMなどの巨大企業をモデルに選んで実証している。
レイモンド・ヴィラーズ（RaymondVillers) はその著書 Dynamic
Management in Industry (1960)において，職能制組織と事業部制組織
の構造，長短所比較，分権対集権の関係，事業部相互間の関係などを論じた
うえで，デュボン社と GMを具体的に事例分析している (pp.124-155)。
いずれの論者であれ， 1920年代以降，アメリカの巨大企業が変転しつつあ
る市場条件・動向に有効的に対応するための，さらにトラスト化した企業を
効率的に管理するための，いわば企業内外の環境にピッタリの組織原理とし
ての事業部制組織の優秀さを礼讃している。
この組織形態にあっては，各事業部は，本社策定による統一方針の枠内で
はあれ，あたかも独立会社のように「原材料購入から完成品販売まで」を一
貫して扱い，利益責任単位 (aprofit center)として行動する。本社の最高
経営層は，専門スクッフの助言を参考にしつつ，企業の長期的・戦略的な政
策や計画に専念し，それにもとづいて「内部銀行」をかかえた企業本部とし
ての全社的な利益管理をおこなう。
(44) L.A. Allen, op. cit.，前掲訳， 133~138ペー ジ。
(45) Peter F. Drucker, Concept of the Corporation, 1946. 
(46) P. F. Drucker, The Practice of Management, 1954. C硯代経営研究会訳
「現代の経営」（続篇）自由国民社， 1968年， 34~73ページ〕。
(47) この経緯，両社の組織の差異などについては，井上昭ー「GMの研究」ミネル
ヴァ書房， 1982年， 110~116ペー ジを参照されたい。
経営組織の生成•発展と組織理論（井上） (27)27 
事業部制組織は，まず1921年1月にGMで正式に採用され，同年10月には
(47) 
デュボン社にも導入された。その後， 1920年代後半から30年代にわたって各
企業に波及していくのであるが，これが本格的に多くの独占企業に普及しだ
したのは，第2次大戦後のことである（表V-1参照）。
表V-1 事業部制採用企業例
採用年次l
1928 I 
1929 
1930 
1934 
1937 
1939 
1943 
1945 
1946 
1947 
1949 
1951 
1953 
1954 
1956 
1957 
1958 
企
? ?
USラバー（現在のユニロイヤル）
シアーズ・ローバック
ユニオン・カーバイト
ウエスチングハウス (WH)
カリフォルニア・スタンダード，ナッシュ（後の AMC)，ジエネラル
・ミルズ
ボーデン，モンサント，ハーキュリーズ火薬
インクーナショナル・ハーヴエスター (IH)
アライド・ケミカル
ジエネラル・フーズ (GF)
フォー ド
RCA, Iレシヴエニア電機
GE (39年に一部採用）
クライスラー，グッドリッチ
コンチネンクル石油，プロクター・アンド・ギャンプ）レ
IBM, グッドイヤー
アー マー
ソコニー・モービル
(A. D. Chandler, Strategy And Structure, ・ pp. 342-382.［訳書「経営戦略と組
織」， 325~371ペー ジ］より作成）
この事業部制組織を採用するにいたった独占企業は，集積・集中を主要な
槙粁とする企業規模のいっそうの巨大化と業務内容の複雑多岐化に直面す
る。具体的には生産の社会化の進展による地域的拡張，製品の多角化による
数量的拡大，経済力，年齢，目的などのちがいに起因する製品内容やスクイ
ルの多様化，などである。それゆえに，これらのことがらを全社統一的に統
括するための管理機構は，当然のことながら，複雑な様相を帯びる。そこで
この組織を，成行的に，あるいは誤行錯誤的に調整することは，とうてい不
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可能になってくる。組織編成の原則 (principle)ないし規範 (rule)を構築
して，それに則って，合目的的に整備する必要性が生じる。
ここにいたって，組織原則を提供することの指針たるムーニーの管理論的
組織論が登場する素地ができあがったのである。 (1988.3.28) 
